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圏域項目 修正前後対照表 

案（原案修正後） 原案 備 考 

 

 

 

１ 地域の概況 

(1) 人口 

当医療圏の人口は、令和５（2023）年 10月１日現在で 49,826人、構成割合は、年少人口(0～

14歳)及び生産年齢人口(15～64歳)の減少、老年人口(65歳以上)の増加が続いており、高齢化が

進んでいます。（表 12-10-1） 

 

表 12-10-1 人口（年齢３区分別）構成割合の推移    （毎年 10月１日現在）（単位：人） 

区 分 

当  医  療  圏 愛 知 県 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和５年 

(2023 年) 

令和５年 

(2023 年) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

年 少 人 口 
( 0 ～ 14歳  ) 

5,935 10.7 5,224 10.1 4,998 9.9 4,794 9.6 928,750 12.4 

生 産 年 齢 

人   口 
( 15 ～ 64歳  ) 

28,825 52.3 26,174 50.7 25,642 50.5 25,034 50.2 4,628,806 61.9 

老 年 人 口 
(65歳以上) 20,410 37.0 20,271 39.2 20,103 39.6 19,998 40.2 1,923,341 25.7 

合  計 55,170  51,669  50,743  49,826  7,480,897  

資料：あいちの人口(愛知県県民文化局) 

 

(2) 将来推計人口 

令和７(2025)年を起点として将来の推計人口をみると、当医療圏の総人口が減少していく中で

老年人口の全体に占める割合は増加し続け、令和 32(2050)年にはその割合が半分を超えて 51.6％

になる見通しです。（表 12-10-2） 

 

表 12-10-2 将来推計人口 

 令和７年 

(2025年) 

令和12年 

(2030年) 

令和17年 

(2035年) 

令和22年 

(2040年) 

令和27年 

(2045年) 

令和32年 

(2050年) 

当 

医 

療 

圏 

総人口（千人） 48 44 40 36 33 29 

 年少人口比(％) 

生産年齢人口比(％) 

老年人口比(％) 

9.1 

49.6 

41.3 

7.9 

49.0 

43.1 

7.2 

48.3 

44.5 

7.1 

45.9 

47.0 

7.1 

43.5 

49.4 

7.0 

41.4 

51.6 

愛 

知 

県 

総人口（千人） 7,453 7,346 7,211 7,050 6,870 6,676 

 年少人口比(％) 

生産年齢人口比(％) 

老年人口比(％) 

12.0 

61.8 

26.1 

11.2 

61.4 

27.3 

11.0 

59.8 

29.2 

11.1 

56.9 

31.9 

11.1 

55.4 

33.5 

10.8 

54.7 

34.5 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」 

 

 

 

 

 

１ 地域の概況 

(1) 人口 

当医療圏の人口は、令和４年 10 月１日現在で 50,743 人、構成割合は、年少人口(0～14 歳)及

び生産年齢人口(15～64 歳)の減少、老年人口(65 歳以上)の増加が続いており、高齢化が進んで

います。（表 12-10-1） 

 

表 12-10-1 人口（年齢３区分別）構成割合の推移    （毎年 10月１日現在）（単位：人） 

区 分 

当  医  療  圏 愛 知 県 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和２年 

（2020 年） 

令和３年 

(2021 年) 

令和４年 

(2022 年) 

令和４年 

(2022 年) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

人 口 
構成 
割合 
(%) 

年 少 人 口 
( 0 ～ 14歳  ) 

5,935 10.7 5,405 10.2 5,224 10.1 4,998 9.9 948,119 12.7 

生 産 年 齢 

人   口 
( 15 ～ 64歳  ) 

28,825 52.3 26,983 51.2 26,174 50.7 25,642 50.5 4,629,686 61.7 

老 年 人 口 
(65歳以上) 20,410 37.0 20,363 38.6 20,271 39.2 20,103 39.6 1,919,716 25.6 

合  計 55,170  52,751  51,669  50,743  7,497,521  

資料：愛知県の人口 愛知県人口動向調査(愛知県県民文化局) 

 

(2) 将来推計人口 

令和７(2025)年を起点として将来の推計人口をみると、総人口は減少していきますが、老年人

口は増加し続け、令和 27(2045)年には老年人口の全体に占める割合がほぼ半分の 49.4%となる見

通しです。（表 12-10-2） 

 

表 12-10-2 将来推計人口 

 令和７年 

(2025年) 

令和12年 

(2030年) 

令和17年 

(2035年) 

令和22年 

(2040年) 

令和27年 

(2045年) 

当 
医 

療 

圏 

総人口（千人） 49 45 42 38 34 

 年少人口比(％) 

生産年齢人口比(％) 

老年人口比(％) 

10.0 

47.9 

42.1 

9.7 

46.3 

44.0 

9.3 

45.2 

45.5 

9.1 

43.2 

47.7 

8.9 

41.7 

49.4 

愛 

知 

県 

総人口（千人） 7,456 7,359 7,228 7,071 6,899 

 年少人口比(％) 

生産年齢人口比(％) 

老年人口比(％) 

12.5 

61.4 

26.2 

12.1 

60.6 

27.3 

11.8 

59.2 

29.0 

11.8 

56.5 

31.6 

11.8 

55.1 

33.7 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(3) 人口動態 

【略】 

 

 

表 12-10-3 人口動態                       （単位：人） 

 
実 数 率 

当医療圏 愛知県  当医療圏 愛知県 

出 生 217 53,918 (人口千対) 4.2 7.4 

死 亡 858 73,769 (人口千対) 16.6 10.2 

乳 児 死 亡 0 103 (出生千対) 0 1.9 

新生児死亡 0 54 (出生千対) 0 1.0 

死 産 7 994 (出生千対) 32.3 18.1 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局）（令和３（2021）年） 

 

(4) 主な死因別死亡 

【略】 

 

 

 

表 12-10-4 主な死因別死亡数、率                    （単位：人） 

 死   因 

当  医  療  圏 愛 知 県 

平成 29（2017）年 令和３（2021）年 令和３（2021）年 

順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 
順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 
順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 

総    数  869 1,580.8 100%  858 1,660.6 100%  73,769 1,016.0 100% 

悪 性 新 生 物 1 201 365.6 23.1% 1 208 402.6 24.2% 1 20,031 275.9 27.2% 

老 衰 4 85 154.6 9.8% 2 100 193.5 11.7% 2 8,967 123.5 12.2% 

心  疾  患 2 130 236.5 15.0% 3 99 191.6 11.5% 3 8,751 120.5 11.9% 

脳 血 管 疾 患 3 95 172.8 10.9% 3 99 191.6 11.5% 4 4,882 67.2 6.6% 

誤 嚥 性 肺 炎 6 37 67.3 4.3% 5 33 63.7 3.8% 6 3,085 42.5 4.2% 

肺 炎 5 43 78.2 4.9% 6 28 54.2 3.3% 5 3,336 45.9 4.5% 

不 慮 の 事 故 7 31 56.4 3.6% 6 28 54.2 3.3% 7 2,021 27.8 2.7% 

腎  不  全 8 23 41.8 2.6% 8 16 31.0 1.9% 8 1,305 18.0 1.8% 

大動脈瘤及び解離 9 15 27.3 1.7% 9 13 25.2 1.5% 9 1,189 16.4 1.6% 

慢性閉塞性肺疾患 10 12 21.8 1.4% 10 9 17.4 1.0% 12 762 10.1 1.0% 

10 死因の小計  672 1,222.4 77.3%  633 1,225.1 73.8%  54,329 722.8 73.6% 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局） 

注：死亡率は人口 10万人当たりの人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 人口動態 

人口動態のそれぞれの率を県と比較すると、出生率は低く、死亡率等は高くなっています。 

（表 12-10-3） 

 

表 12-10-3 人口動態                       （単位：人） 

 
実 数 率 

当医療圏 愛知県  当医療圏 愛知県 

出 生 217 53,918 (人口千対) 4.2 7.2 

死 亡 858 73,769 (人口千対) 16.6 9.8 

乳 児 死 亡 0 103 (出生千対) 0 1.9 

新生児死亡 0 54 (出生千対) 0 1.0 

死 産 7 994 (出生千対) 32.3 18.4 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局）（令和３（2021）年） 

 

(4) 主な死因別死亡 

主な死因別の死亡をみると、令和３（2021）年における悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患の

いわゆる３大生活習慣病の総数に占める割合は、47.3％となっています。（表 12-10-4） 

また、平成 29（2017）年に比べ、老衰による死亡数が増えています。 

 

表 12-10-4 主な死因別死亡数、率                    （単位：人） 

 死   因 

当  医  療  圏 愛 知 県 

平成 29（2017）年 令和３（2021）年 令和３（2021）年 

順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 
順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 
順 

位 

死亡数 死亡率 割 合 

総    数  869 1,580.8 100%  858 1,660.6 100%  73,769 1,016.0 100% 

悪 性 新 生 物 1 201 365.6 23.1% 1 208 402.6 24.2% 1 20,031 275.9 27.2% 

心  疾  患 2 130 236.5 15.0% 3 99 191.6 11.5% 3 8,751 120.5 11.9% 

脳 血 管 疾 患 3 95 172.8 10.9% 3 99 191.6 11.5% 4 4,882 67.2 6.6% 

老 衰 4 85 154.6 9.8% 2 100 193.5 11.7% 2 8,967 123.5 12.2% 

肺 炎 5 43 78.2 4.9% 6 28 54.2 3.3% 5 3,336 45.9 4.5% 

誤 嚥 性 肺 炎 6 37 67.3 4.3% 5 33 63.7 3.8% 6 3,085 42.5 4.2% 

不 慮 の 事 故 7 31 56.4 3.6% 6 28 54.2 3.3% 7 2,021 27.8 2.7% 

腎  不  全 8 23 41.8 2.6% 8 16 31.0 1.9% 8 1,305 18.0 1.8% 

大動脈瘤及び解離 9 15 27.3 1.7% 9 13 25.2 1.5% 9 1,189 16.4 1.6% 

慢性閉塞性肺疾患 10 12 21.8 1.4% 10 9 17.4 1.0% 12 762 10.1 1.0% 

10 死因の小計  672 1,222.4 77.3%  633 1,225.1 73.8%  54,329 722.8 73.6% 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局）（令和２（2020）年度） 

注：死亡率は人口 10万人当たりの人数 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(5) 住民の受療状況 

近年各年度で５割から６割程度の入院患者が圏域外に流出しており、その中で最も多いのは東

三河南部医療圏で約５割が流出しています。また、圏域外からの流入患者は令和２(2020)年度ま

で約４％で推移していましたが、令和３(2021)年度以降は新型コロナウイルス感染症による流入

入院患者の増加により、その割合が増えています。（表 12-10-5） 

なお、新型コロナウイルス感染症を除く流入入院患者の割合は、令和３(2021)年度 4.1％、令

和４(2022)年度 4.7％であり、例年と同程度の水準となります。 

 

表 12-10-5 当医療圏における入院患者の流出・流入状況           （単位：人） 

年 度 
平成 29 

（2017） 

平成 30 

（2018） 
令和元 

（2019） 
令和２ 

（2020） 
令和３ 

（2021） 
令和４ 

(2022) 

医療圏在住延べ入院患者人数 4,709 4,817 5,099 4,980 4,979 4,714 

 
う ち 圏 域 外 へ 

入 院 患 者 流 出 数
※１

 

2,767 

(58.8%) 

2,855 

(59.3%) 

3,102 

(60.8%) 

2,887 

(58.0%) 

2,891 

(58.1%) 

2,587 

(54.9%) 

 
東 三 河 南 部 医 療 圏 

へ 入 院 患 者 流 出 数 

2,367 

(50.3%) 

2,448 

(50.8%) 

2,576 

(50.5%) 

2,393 

(48.1%) 

2,384 

(47.9%) 

2,109 

(44.7%) 

圏 域 外 か ら の 

流 入 入 院 患 者 数
※２

 

76 

(3.8%) 

92 

(4.5%) 

83 

(4.0%) 

97 

(4.4%) 

251 

(10.7%) 

167 

(7.3%) 

資料：ＤＰＣデータ 

注：圏域外流出患者数※１は県外への流出患者数を含まないが、圏域外流入患者数※２は県外からの流入患

者数を含むため、※１と※２の患者数全体の母数は異なる。 

 

２ 保健・医療施設 

 

【略】 

 

(5) 住民の受療状況 

近年各年度で約６割の入院患者が圏域外に流出しており、その中で最も多いのは東三河南部医

療圏で約５割が流出しています。また、圏域外からの流入患者は約４％で推移しています。 

 

 

なお、令和３（2021）年の 10.7％は新型コロナの影響により増加していますが、新型コロナを

除く流入患者は 98人となり、例年と同程度の水準となっています。（表 12-10-5） 

 

表 12-10-5 当医療圏における入院患者の流出・流入状況           （単位：人） 

年 度 
平成 28 

（2016） 

平成 29 

（2017） 

平成 30 

（2018） 
令和元 

（2019） 
令和２ 

（2020） 
令和３ 

（2021） 

医療圏在住延べ入院患者人数 4,398 4,709 4,817 5,099 4,980 4,979 

 
う ち 圏 域 外 へ 

入 院 患 者 流 出 数
※１

 

 2,622 

(59.6%) 

2,767 

(58.8%) 

2,855 

(59.3%) 

3,102 

(60.8%) 

2,887 

(58.0%) 

2,891 

(58.1%) 

 
東 三 河 南 部 医 療 圏 

へ 入 院 患 者 流 出 数 

2,243 

(51.0%) 

2,367 

(50.3%) 

2,448 

(50.8%) 

2,576 

(50.5%) 

2,393 

(48.1%) 

2,384 

(47.9%) 

圏 域 外 か ら の 

流 入 入 院 患 者 数
※２

 

86 

(4.6%) 

76 

(3.8%) 

92 

(4.5%) 

83 

(4.0%) 

97 

(4.4%) 

251 

(10.7%) 

資料：ＤＰＣデータ 

注：圏域外流出患者数※１は県外への流出患者数を含まないが、圏域外流入患者数※２は県外からの流入患

者数を含むため、※１と※２の患者数全体の母数は異なる。 

 

２ 保健・医療施設 

地域住民の健康の保持及び増進を図り、地域保健対策を総合的に推進するため、専門的かつ技術

的な拠点として、新城保健所が設置されています。（表 12-10-6） 

 

表 12-10-6 保健・医療施設数         （令和４年 10月１日現在）（単位：箇所） 

区 分 保健所 保健ｾﾝﾀｰ 病 院 診療所 歯科診療所 助産所 薬 局 

新城市 １ 3 3 35 22 3 24 

設楽町 － 2 － 7 4 － 1 

東栄町 － － － 4 1 － 2 

豊根村 － 1 － 2 1 － － 

合 計 1 6 3 48 28 3 27 

資料：病院名簿（愛知県保健医療局）、保健所・市町村保健センター及び薬局の数は保健所調査 

注１：保健所には、設楽出張窓口の数を含まない。 

注２：診療所には保健所、市町村保健センター及び事業所・施設の医務室等の数を含む。 

 

災害拠点病院やへき地医療拠点病院などの指定医療機関はありますが、地域医療支援病院や第３

次救急医療施設といった施設はなく、政策的医療の実施は圏域外の医療機関に依存しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表の時点修正に伴う記述
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

３ 圏域の医療提供体制 

 

(1) がん対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏のがんによる令和３(2021)年の死亡者数は208人で総死亡者数の約24.2%を占めて

おり、死亡率は402.6（人口10万人当たり）となっています。総死亡者数に対する割合は愛知

県全体の27.2%よりも低いですが、死亡率は愛知県全体の275.9よりも高くなっています。（愛

知県衛生年報） 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

表 12-10-7 悪性新生物の部位別死亡順位及び死亡数 （平成 29(2017)～令和３(2021)年） 

 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

部位 人 部位 人 部位 人 部位 人 部位 人 

当医療圏内 肺 177 大腸 156 胃 112 膵臓 103 胆のう 58 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局） 

注：肺は気管・気管支及び肺、大腸は結腸・直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の合計を計上。 

 

【表略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 第３期健康日本２１あいち計画では、胃がん、肺がん、大腸がんの検診受診率の目標値を

40％、子宮がん、乳がんの検診受診率の目標値を 50％としています。また、県全体のがん検

診受診率は、胃がん 5.9％、肺がん 13.4％、大腸がん 12.0％、子宮頸がん 7.2％、乳がん

6.9％となっていますが、当医療圏の受診率は胃がんと肺がんが下回っています。 

○【略】 

 

 

≪今後の方策≫ 

 

【略】 

 

３ 圏域の医療提供体制 

 

(1) がん対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏のがんによる令和２(2020)年の死亡者数は186人で総死亡者数の約21.3%を占めてお

り、死亡率は352.6（人口10万対）となっています。総死亡者数に対する割合は愛知県全体の2

7.2%よりも低いですが、死亡率は愛知県全体の262.8よりも高くなっています。（令和２（202

0）年 愛知県衛生年報） 

○ 部位別死因別の上位３つは、肺がん、大腸がん、胃がんとなっています。（表12-10-7） 

○ 当医療圏のがん検診の受診率は、胃がん 3.6％、肺がん 8.8％、大腸がん 12.7％、子宮頸が

ん 9.0％、乳房がん 9.3％となっています。（表 12-10-8） 

○ 自宅で医療を受けられるがん患者へは訪問診療や訪問看護等の在宅医療サービスを行って

います。 

 

表 12-10-7 悪性新生物の部位別死亡順位及び死亡数 （平成 28(2016)～令和２(2020)年） 

 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

部位 人 部位 人 部位 人 部位 人 部位 人 

当医療圏内 肺 166 大腸 158 胃 108 膵臓 87 胆のう 57 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局） 

注：肺は気管・気管支及び肺、大腸は結腸・直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の合計を計上。 

 

表 12-10-8 当医療圏のがん検診結果 

 胃 肺 大腸 子宮頸 乳 

受 診 率 3.6% 8.8% 12.7% 9.0% 9.3% 

要 精 検 率 7.5% 2.18% 7.4% 1.05% 2.9% 

精検受診率 74.0% 91.5% 74.1% 77.3% 92.3% 

発 見 率 0.15% 0.031% 0.13% 0.00% 0.17% 

資料：令和３年度各がん検診の結果報告（愛知県保健医療局） 

注：胃については、胃部エックス線検査及び胃内視鏡検査の合計を計上。 

 

≪課 題≫ 

○ 健康日本２１あいち新計画では、胃がん、肺がん、大腸がんの検診受診率の目標値を 40％、

子宮がん、乳がんの検診受診率の目標値を 50％としています。また、県全体のがん検診受診

率は、胃がん 5.9％、肺がん 13.4％、大腸がん 12.0％、子宮頸がん 7.2％、乳がん 6.9％と

なっていますが、当医療圏の受診率は胃がんと肺がんが下回っています。 

○ 当医療圏はがん診療拠点病院や地域がん診療連携拠点病院がないため、多くの患者が他の

医療圏に流出しており、特に東三河南部医療圏に依存しています。 

 
≪今後の方策≫ 

○ がんを予防するため、各市町村の健康日本２１市町村計画等に基づき、適切な生活習慣を維持

することの重要性について啓発に努めます。 

○ 検診受診率の向上のため、市町村と協力し、がん検診に関する正しい知識や必要性に関する

普及啓発、受診勧奨を行います。 

○ がん患者に質の高いがん医療の提供、相談支援及び情報提供を行うために、他医療圏にある
地域がん診療連携拠点病院との連携を推進します。 

○ がん患者が自宅等の住み慣れた環境で療養できるよう在宅医療・介護の連携推進を支援し

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

時点修正。 

文言統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称表記の統一。 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(2) 脳卒中対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏の令和３(2021)年の脳血管疾患の死亡数（死亡率）は 99 人（191.6（人口 10 万

人当たり））で総死亡の約 11.5%を占めます。（愛知県衛生年報） 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

【表略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 脳卒中の発症予防のためには、生活習慣の改善が重要です。生活習慣病の発症は食生活や

運動などの生活習慣に深く関わっていることを、全ての住民が理解するよう、周知に努める

必要があります。 

 

【以下略】 

 

 

 

 

(2) 脳卒中対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏の令和２(2020)年の脳血管疾患の死亡数（死亡率）は 106 人（200.9（人口 10 万

対））で総死亡の約 12.1%を占めます。（令和２（2020）年 愛知県衛生年報） 

○ 当医療圏では、脳神経外科を標榜する医療機関が３施設、基本的動作能力の回復等により日

常生活での自立を支援する脳血管疾患等リハビリテーションを実施している病院・診療所が

５施設あります。 

○ 手術を要する多くの患者が他の医療圏に流出しており、特に東三河南部医療圏に依存して

います。（表 12-10-9） 

○ 急性期を過ぎた在宅療養者には、かかりつけ医が往診や訪問診療を行うとともに、介護事業

所と連携した支援を行っています。 

○ 当医療圏には、在宅療養支援病院・診療所が４施設、訪問看護ステーションが２施設あり、

夜間・休日でも緊急の状況に対応しています。 

 

表 12-10-9 脳卒中入院患者の状況                   （単位：人／年） 

 当 医 療 圏 住 所 地 者 数 

くも膜下出血 脳梗塞 脳出血 

手術なし 手術あり 手術なし 手術あり 手術なし 手術あり 

医
療
機
関
所
在
地 

当医療圏 2 66.7% 0 0% 84 51.2% 2 14.3% 11 19.6% 1 14.3% 

東三河南部 
医療圏 

1 33.3% 3 100% 78 47.6% 12 85.7% 43 76.8% 6 85.7% 

その他の 
地域 

0 0% 0 0% 2 1.2% 0 0% 2 3.6% 0 0% 

資料：令和４（2022）年ＤＰＣデータ 

 

≪課 題≫ 

○ 脳卒中の発症予防のためには、生活習慣の改善が重要です。生活習慣病の発症は食生活や運

動などの生活習慣に深く関わっていることを、すべての住民が理解するよう、周知に努める必

要があります。 

○ 脳卒中を発症した患者を急性期医療機関に速やかに搬送できるよう、消防署や医療圏を超

えた病病、病診の連携を強化することが必要です。 

○ 脳卒中の回復期から維持期には、脳卒中の再発予防等を目的とした生活一般・食事・服薬指

導等患者教育、再発の危険因子の管理、適切なリハビリテーション等の実施が必要であり、多

職種によるアプローチの体制の整備・充実が必要です。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 市町村や関係機関と連携を図り、脳卒中予防に向けた知識の普及啓発を引き続き進めていき

ます。 

○ 脳卒中を発症した患者の早期搬送や急性期治療からリハビリテーションに至る治療体制の

整備を、東三河南部医療圏等とも連携し、推進していきます。 

○ 入院治療を要しない脳卒中患者への在宅医療・介護連携の推進を図るために、地域包括ケア

システムの構築に向けた市町村の取組推進への支援をしていきます。 

 

 

 

 

 

時点修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(3) 心筋梗塞等の心血管疾患対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏の令和３(2021)年の心疾患の死亡数（死亡率）は99人（191.6（人口10万人当たり））

で総死亡の約11.5%を占めます。（愛知県衛生年報） 

○【略】 

 

 

 

【表略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

 

【略】 

 

 

 

 

≪今後の方策≫ 

○ 

 

○ 

 

○ 急性期治療からリハビリテーションに至る医療サービスを適切に提供できるよう、東三河

南部医療圏等の医療機関との連携を更に推進していきます。 

 

 

(3) 心筋梗塞等の心血管疾患対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏の令和２(2020)年の心疾患の死亡数（死亡率）は113人（214.2（人口10万対））で

総死亡の約12.9%を占めます。（令和２（2020）年 愛知県衛生年報） 

○ 急性心筋梗塞等を発症した患者に対して、発症直後の専門的治療について対応できる医療機

関はないため、救急車やドクターヘリ等で東三河南部医療圏等他医療圏の医療機関に搬送して

います。（表12-10-10） 

 

表 12-10-10 心疾患の入院患者の状況              （単位：人／年） 

 当 医 療 圏 住 所 地 者 数 

急性心筋梗塞 狭心症 大動脈解離 

手術なし 手術あり 手術なし 手術あり 手術なし 手術あり 

医
療
機
関
所
在
地 

当医療圏 10 83.3% 0 0% 11 47.8% 0 0% 4 57.1% 0 0% 

東三河南部 
医療圏 

2 16.7% 18 81.8% 11 47.8% 14 66.7% 3 42.9% 0 0% 

その他の 
地域 

0 0% 4 18.2% 1 4.3% 7 33.3% 0 0% 1 100% 

資料：令和４（2022）年ＤＰＣデータ 

 

≪課 題≫ 

○ 循環器疾患等の発症予防のために食生活や運動等の生活習慣改善の重要性について住民に

周知する必要があります。 

○ 急性心筋梗塞を発症した患者を急性期医療機関に速やかに搬送できるよう、消防署や病病、

病診の連携を強化することが必要です。また、隣接する医療圏、特に東三河南部医療圏の医療

機関との連携を推進する必要があります。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 市町村や関係機関と連携を図り、虚血性心疾患発症予防に向けた知識の普及啓発を引き続

き進めていきます。 

○ 急性心筋梗塞を発症した患者を適切な医療機関に早期に搬送できる体制の充実を図ってい

きます。 

○ 急性期治療からリハビリテーションに至る医療サービスを適切に提供できるよう、東三河南

部医療圏等の医療機関との連携をさらに推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

(4) 糖尿病対策 

≪現 状≫ 

○ 

【略】 

○ 

 

○ 過去５年間の特定健康診査の実施率や特定保健指導の実施率は、県平均よりおおむね高い

傾向です。（表 12-10-11） 

○【略】 

 

 

 

 

表 12-10-11 特定健康診査及び特定保健指導の実施状況 

年度 
平成 28 

（2016） 

平成 29 

（2017） 

平成 30 

（2018） 

令和元 

（2019） 

令和２ 

（2020） 

特定健康診査 

実施率 

当医療圏 36.8％ 37.1％ 39.7％ 41.0％ 44.4％ 

愛 知 県 29.8％ 32.8％ 32.0％ 34.9％ 33.9％ 

指 数 123.6 113.2 124.1 117.5 131.2 

特定保健指導 

実施率 

当医療圏 25.9％ 17.9％ 16.3％ 10.2％ 11.2％ 

愛 知 県 18.1％ 14.8％ 13.5％ 10.9％ 8.0％ 

指 数 142.9 120.7 120.7 93.3 139.3 

資料：特定健診・特定保健指導情報データを活用した分析・評価（愛知県保健医療局） 

注：指数は愛知県を 100とした場合の数値。 

≪課 題≫ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 特定健康診査・特定保健指導の実施率及び利用率・終了率の向上を図り、健診後の指導強

化のため、保健師、管理栄養士等の人材確保の必要があります。 

○ 

【略】 

○ 

 

 

≪今後の方策≫ 

○【略】 

 

○ 関係機関と連携し、特定健康診査・特定保健指導の実施率及び利用率・終了率の更なる向

上に取り組んでいきます。 

○【略】 

(4) 糖尿病対策 

≪現 状≫ 

○ 飲食店等における栄養成分表示の定着の推進及び食育や健康に関する情報を提供する食育

推進協力店の登録の推進などにより環境・情報の整備を図っています。 

○ 市町村では、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）予防のため、各種教室、相談、

訪問等を通してメタボリックシンドロームの改善に取り組んでいます。 

○ 過去５年間の特定健康診査の受診率や特定保健指導の実施率は、県平均より概ね高い傾向

です。（表 12-10-11） 

○ あいち医療情報ネットによると、糖尿病専門医のいる病院は２施設、内分泌代謝専門医のい

る病院は２施設です。また、食事療法、運動療法、自己血糖測定の糖尿病患者教育を実施して

いる病院・診療所は 11施設あります。 

また、インスリン療法を実施している病院・診療所は 15施設、合併症に対する継続的管理・

指導を実施している病院・診療所は７施設あり、糖尿病の重症化予防に取り組んでいます。 

表 12-10-11 特定健康診査及び特定保健指導の実施状況 

年度 
平成 28 

（2016） 

平成 29 

（2017） 

平成 30 

（2018） 

令和元 

（2019） 

令和２ 

（2020） 

特定健康診査 

受診率 

当医療圏 36.8％ 37.1％ 39.7％ 41.0％ 44.4％ 

愛 知 県 29.8％ 32.8％ 32.0％ 34.9％ 33.9％ 

指 数 123.6 113.2 124.1 117.5 131.2 

特定保健指導 

実施率 

当医療圏 25.9％ 17.9％ 16.3％ 10.2％ 11.2％ 

愛 知 県 18.1％ 14.8％ 13.5％ 10.9％ 8.0％ 

指 数 142.9 120.7 120.7 93.3 139.3 

資料：特定健診・特定保健指導情報データを活用した分析・評価（愛知県保健医療局） 

注：指数は愛知県を 100とした場合の数値。 

≪課 題≫ 

○ 糖尿病の進行防止及び合併症予防のためには、糖尿病患者への教育が重要であり、病院、診

療所、歯科診療所、薬局、企業、商工会、市町村等の各機関が連携していく必要があります。

併せて早期受診勧奨の体制づくりを整備する必要があります。 

○ 生活習慣病の予防のために、適切な生活習慣を継続してメタボリックシンドロームの発症リ

スクを低減させるように働きかけていくことが必要です。 

○ 特定健康診査・特定保健指導の受診率及び利用率・終了率の向上を図り、健診後の指導強化

のため、保健師、管理栄養士等の人材確保の必要があります。 

○ 糖尿病の重症化を予防するため、それぞれの病状に併せた診療を受ける必要があり、医療機

能強化とともに病病、病診、診診の連携を強化する必要があります。 

○ 歯周病は糖尿病の合併症であるとともに、歯周病のある糖尿病患者に歯周治療を行うことで

ＨｂＡ１ｃに改善が見られることから、糖尿病と歯周病は双方向的な関連があるといわれている

ため、医科・歯科連携を含めた更なる啓発が必要です。 

≪今後の方策≫ 

○ 健康的な生活習慣の実践が重要であることから、地域と職域が連携して予防対策を推進する

とともに市町村の健康づくり計画の推進を関係機関と連携して支援していきます。 

○ 関係機関と連携し、特定健康診査・特定保健指導の受診率及び利用率・終了率の更なる向上

に取り組んでいきます。 

○ 糖尿病患者が適切な治療を継続して受けることができるよう、病院、診療所、歯科診療所、

薬局、商工会、事業所、市町村等が連携を図り、重症化を予防するための医療体制づくりを支

援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

県国民健康保険課の指

示により修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県国民健康保険課の指

示により修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県国民健康保険課の指

示により修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県国民健康保険課の指

示により修正。 

 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

(5) 精神疾患対策 

 

≪現 状≫ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 当医療圏は高齢化率39.6％（令和４(2022)年10月1日現在）と高いため、人口に占める認知

症の割合は高い状況にありますが、認知症疾患医療センターについては、国の要綱に定める

基準を満たす医療機関がなく、未指定となっています。 

○【略】 

○ 令和２(2020)年末精神障害者把握状況によると、心理的発達の障害は 88人で全体の 5.5％

を占めています。 

○「愛知県自殺対策推進計画」に基づき自殺対策を推進しており、当圏域の自殺者数は、令和

３(2021)年は11人、令和２(2020)年は７人、平成31(2019)年は５人となっています。 

○【略】 

表12-10-12 当医療圏精神障害者把握状況 

計 
気分（感

情）障害 

統合失調症 

、統合失調
型障害及び
妄想性障害 

神経症性障
害、ストレ
ス関連障害
及び身体表
現性障害 

その他 

及 び 

不 明 

率（人口万対） 

当医療圏 愛知県 

1,153人 492人 279人 85人 279人 227.2人／１万人 161.7人／１万人 

資料：新城保健所調査（令和４（2022）年度） 

 

≪課 題≫ 

○ 精神科医療は長期の治療が必要であり、脱落・中断を防ぐため、医療圏内に更なる精神
科医師の確保とともに、他の医療圏の入院施設との連携を図る必要があります。 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

≪今後の方策≫ 

○ 

 

○ 

 

○ 自殺未遂者に対して、医療圏内の関係機関が連携し、再企図することのないよう支援を行

うとともに、自殺予防のためのこころの相談や研修、啓発等に取り組みます。 

○【略】 

 

 

(5) 精神疾患対策 

 

≪現 状≫ 

○ 精神科医療は新城市民病院が外来を実施しており、東栄町国民健康保険東栄診療所において

も月２回診療を行っています。 

○ 当医療圏には精神科の入院施設がないため、入院については他の医療圏の医療機関に依存し

ています。 

○ 当医療圏は、人口１万人当たりの率が愛知県全体を上回っています。その中でも、気分

障害、統合失調症・統合失調型障害・妄想性障害、神経症性障害・ストレス関連障害・身

体表現性障害が７割近くを占めています。（表12-10-12） 

○ 精神科病院に入院中の患者に対し、地域移行の推進や精神障害者の地域生活支援のため

の体制整備に取り組んでいますが、令和３（2021）年度末現在、当医療圏内における地域

移行の実績は３件となっています。 

○ 当医療圏は高齢化率39.2％（令和２(2020)年10月1日現在）と高いため、人口に占める認知症

の割合は高い状況にありますが、県内で唯一、認知症疾患医療センターに指定された医療機関

がありません。 

○ 当医療圏には児童・思春期精神疾患専門外来はなく、他の医療圏の機関を利用しています。 

○ 令和２(2020)年末精神障害者把握状況によれば、心理的発達の障害は88人で全体の5.5％を

占めています。 

○ 当圏域の自殺者数は、令和３(2021)年は11人、令和２(2020)年は７人、平成31(2019)年は５

人となっています。 

○ 各市町村が策定した「市町村自殺対策計画」を推進しています。 

表12-10-12 当医療圏精神障害者把握状況 

計 
気分（感

情）障害 

統合失調症 

、統合失調
型障害及び
妄想性障害 

神経症性障
害、ストレ
ス関連障害
及び身体表
現性障害 

その他 

及 び 

不 明 

率（人口万対比） 

当医療圏 愛知県 

1,153人 492人 279人 85人 279人 227.2人／１万人 161.7人／１万人 

資料：新城保健所調査（令和４（2022）年度） 

 

≪課 題≫ 

○ 精神科医療は長期の治療が必要であり、脱落・中断を防ぐため、医療圏内にさらなる精
神科医師の確保とともに、他の医療圏の入院施設との連携を図る必要があります。 

○ 保健・医療・福祉の協議の場における地域移行支援を進める必要があります。 

○ 認知症については、他の医療圏の専門外来と連携を図るとともに、専門医師の確保に努める

必要があります。 

○ 令和５（2023）年度から５年間を計画期間とする「第４期愛知県自殺対策推進計画」に基づ

き、自殺対策を総合的、効果的に推進する必要があります。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 精神科医師及び精神科訪問看護の確保に努めるとともに、市町村や医療圏を越えた医療機関

等の関係機関との連携に努めていきます。 

○ 多様な精神疾患等に対応できる医療機能が求められているため、専門医療機関の情報を明確

にし、他医療圏でもあっても利用しやすいよう努めます。 

○ 自殺未遂者に対して、医療圏内の関係機関が連携し、再企図することのないよう支援を行う

とともに、自殺予防のためのこころの相談や研修、啓発等に取組みます。 

○ 医療圏内で、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、精神障害の程度にかかわら

ず、地域で暮らしていける地域包括ケアシステムの構築を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正。 

県高齢福祉課の指示に

より修正。 

 

表現の微修正。 

 

県医務課の指示により

追記。 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

  

【略】 

【略】 

【略】 

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

(6) 救急医療対策 

≪現 状≫ 

 

【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 第１次救急について、深夜の受入れ体制の整備が必要です。新城市の歯科における休日午後の

対応を検討する必要があります。北設楽郡の救急医療体制について検討する必要があります。 

○ 

 

○ 

○ 

表 12-10-14 救急車搬送先件数                     （単位：件） 

 令和元年度 

 (2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

当医療圏 1,282 56.2% 1,119 59.8% 1,281 60.2% 1,143 54.4% 

東三河南部医療圏 914 40.1% 686 36.7% 756 35.5% 819 39.0% 

上記以外 85 3.7% 66 3.5% 92 4.3% 140 6.6% 

計 2,281 100% 1,871 100% 2,129 100% 2,102 100% 

資料：愛知県保健医療局医務課提供 

表 12-10-15 ドクターヘリ出動件数 

 令和元(2019)年 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 

新城市消防本部 112件 95件 118件 113件 

愛知県全体 463件 387件 391件 368件 

資料：愛知県保健医療局医務課提供 

≪今後の方策≫ 

○ 

 

○ 

○ 重症患者が発生した場合、適切な処置、治療と遠隔地にある救命救急センター等への短時

間搬送を行うことができるよう、ドクターヘリを更に有効に活用していきます。 

○【略】 

 

(6) 救急医療対策 

≪現 状≫ 

○ 第１次救急について、新城市において休日診療所、夜間診療所及び夜間の在宅当番制をとっ

ています。歯科については、新城市が休日午前のみ休日診療で対応しています。北設楽郡は、

医科・歯科ともに休日夜間の救急医療体制はありませんが、医師、歯科医師が在宅であれば休

日や夜間の診療に応じているところもあります。（表 12-10-13） 

○ 当医療圏で第２次救急医療を行っている医療機関は新城市民病院のみです。 

○ 当医療圏には救命救急センター等がないため、第３次救急となる重症患者を他医療圏へ搬送しています。 

表 12-10-13 休日・夜間診療体制 

項目 診療日 診療科目 診療時間 

新城在宅当番医制 

（夜間）市内病院：土曜日 当番医による 17:00～20:30 

（夜間）専門科診療所：月３回程度 〃 19:00～23:00 

（休日) 専門科診療所：月１回程度 〃  9:30～16:30 

新城休日診療所 
日曜日･祝日・振替休日･ 

8月15日･12月30日～１月３日 

内科･小児科 9:30～16:30 

歯科 9:00～12:00 

新城市夜間診療所 無休 内科･小児科 20:00～23:00 

資料：新城保健所調査（令和５（2023）年４月１日） 

≪課 題≫ 

○ 第１次救急について、深夜の受入れ態勢の整備が必要です。新城市の歯科における休日午後の対応

を検討する必要があります。北設楽郡の救急医療体制について検討する必要があります。 

○ 当医療圏で発生した第２次救急患者に対応しきれず、相当数が他医療圏へ搬送されていま

す。（表 12-10-14） 

○ 第２次救急に対応するため医師派遣等を継続し、医師不足に対応する必要があります。 

○ 圏域外の第３次救急医療施設は遠隔地にあり、迅速な搬送を行う必要があります。 

表 12-10-14 救急車搬送先件数                     （単位：件） 

 平成 30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

 (2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

（2021年度） 

当医療圏 1,245 57.4% 1,282 56.2% 1,119 59.8% 1,281 60.2% 

東三河南部医療圏 831 38.4% 914 40.1% 686 36.7% 756 35.5% 

上記以外 90 4.2% 85 3.7% 66 3.5% 92 4.3% 

計 2,166 100% 2,281 100% 1,871 100% 2,129 100% 

資料：愛知県保健医療局医務課提供 

表 12-10-15 ドクターヘリ出動件数 

 令和元(2019)年 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 

新城市消防本部 106件 95件 118件 113件 

愛知県全体 446件 387件 391件 368件 

資料：愛知県保健医療局医務課提供 

≪今後の方策≫ 

○ 地域の中核的医療機関である新城市民病院の医師や看護師の確保への支援に努めるととも

に、北設楽郡の救急医療体制の整備を検討します。 

○ 当医療圏の救急医療の確保を図るため、東三河南部医療圏の医療機関との連携を推進します。 

○ 重症患者が発生した場合、適切な処置、治療と遠隔地にある救命救急センター等への短時間

搬送を行うことができるよう、ドクターヘリをさらに有効に活用していきます。 

○ 地域の救急医療体制の維持のため、かかりつけ医への受診や診療時間内受診、救急医療の適

正使用について、様々な場を通じ啓発します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言の整理。 

 

 

 

 

 

 

令和４年度を追加、平

成 30年度を削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記訂正。 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

  

【略】 

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(7) 災害医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 

 

○ 

 

○発災から 72 時間程度までにおいて、保健医療調整会議を迅速に設置し、関係機関や市町村

と連携して病院等の被災状況や必要な支援の情報収集と医療の調整に当たります。災害拠点

病院は災害時の医療救護活動の拠点となって重症救急患者の救命医療に対応し、患者の受入

れ及び搬出を行う広域医療搬送に対応します。また、病院が被災して入院患者の転院搬送が

必要となった場合、ＤＭＡＴ又はＤＰＡＴを中心に支援活動を行うこととしています。 

○ 発災後おおむね 72 時間から５日間程度までは、保健医療調整会議において、派遣された

医療救護班の配置調整を行います。医療救護班は、保健医療調整会議において割り当てられ

た医療機関や医療救護所、避難所で医療救護活動を行います。また、保健所及び市町村の保

健師は、連携・協力して保健活動を開始します。 

○【略】 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ ＤＭＡＴからＤＰＡＴや派遣された医療救護班に切れ目なく引き継ぐことが必要です。 

○ 

 

○ 

 

 

≪今後の方策≫ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 災害拠点病院以外の医療機関も業務継続計画（ＢＣＰ）の考え方に基づいた災害対策マニュ

アルが作成されるよう指導していきます。 

 

 

(7) 災害医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏では新城市民病院が災害拠点病院に指定されており、同病院の医師１名が地域災

害医療コーディネーターに任命されています。 

○ 医療圏内の医療関係者により構成された地域災害医療部会において、地域における課題等

について検討しています。 

○ 発災から 72時間程度までにおいて、保健医療調整会議を迅速に設置し、関係機関や市町村

と連携して病院等の被災状況や必要な支援の情報収集と医療の調整にあたります。災害拠点

病院は災害時の医療救護活動の拠点となって重症救急患者の救命医療に対応し、患者の受入

れ及び搬出を行う広域医療搬送に対応します。また、病院が被災して入院患者の転院搬送が必

要となった場合、ＤＭＡＴ又はＤＰＡＴを中心に支援活動を行うこととしています。 

○ 発災後概ね 72時間から５日間程度までは、保健医療調整会議において、派遣された医療救

護班及びＤＰＡＴの配置調整を行います。医療救護班は、保健医療調整会議において割り当てら

れた医療機関や医療救護所、避難所で医療救護活動を行います。また、保健所及び市町村の保

健師は、連携・協力して保健活動を開始します。 

○ 発災から５日目程度以降は保健医療調整会議において、医療救護班等の医療チームやＤＰＡ

Ｔ、保健師チーム等の配置調整を行うとともに、感染症のまん延防止や食品衛生対策を実施し

ます。また、食品関係営業施設の復旧活動を支援します。 

 

≪課 題≫ 

○ 災害医療コーディネーターを中心とした関係機関による連携体制を平時から構築する必要

があります。 

○ 避難所、医療救護所の運営状況を把握できるよう広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩ

Ｓ）の活用について、市町村と連携していく必要があります。 

○ 迅速に保健医療調整会議を設置するため、設置手順や関係機関との連携等についてマニュ

アルを整備しておく必要があります。 

○ ＤＭＡＴからＤＰＡＴや派遣された医療救護班にシームレスに引き継ぐことが必要です。 

○ 長期の避難所滞在により誤嚥性肺炎等が頻発するため、避難所における口腔ケア・口腔管理

を充実する必要があります。 

○ 災害に応じた防疫活動が効果的に行うことができるように、市町村と保健所との連携体制

を構築する必要があります。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 大規模災害発生を想定し、関係機関と連携した図上演習等を実施するとともに、医療救護活

動計画を見直すなど、災害に備えた体制の充実・強化を図ります。 

○ 災害時には医療機関がＥＭＩＳを迅速かつ適切に運用できるよう定期的な訓練を実施します。

また、医療救護所の活動状況等をＥＭＩＳを活用して把握できるよう、市町村等の関係団体と連

携していきます。 

○ 大規模災害発生時の迅速な初動体制及び、被災者に対する医療、保健を長期にわたって活動

できる医療体制の確立を図ります。 

○ 災害時要配慮者等が南海トラフ地震などの大規模災害に備えて準備できるように、防災に

対する危機管理意識の向上に努めていきます。 

○ 災害拠点病院以外の医療機関もＢＣＰ（事業継続計画）の考え方に基づいた災害対策マニュ

アルが作成されるよう指導していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言の整理。 

 

 

 

県医務課の指示による

修正（ＤＰＡＴの配置調

整は本庁が実施）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の微修正. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

  

【略】 

【略】 

【略】 

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

(8) 新興感染症発生・まん延時における医療対策 

≪現 状≫ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 当医療圏には１、２類感染症や新型インフルエンザ等感染症の患者を入院させる感染症指定医

療機関がないため、該当患者については隣接する東三河南部医療圏の医療機関を始め、他医療圏

の医療機関と協力する必要があります。 

○ 

 

○ 

 

 

【グラフ略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 感染拡大時には、必要な対策が機動的に講じられるよう、あらかじめ準備を行うことが重要で

す。 

○ 

 

○ 

○ 

≪今後の方策≫ 

○ 新型コロナウイルス感染症対応の教訓を踏まえ、平時から感染症患者の急増に対応できるよう

に、医療措置協定を締結し、医療提供体制の確保に努めていきます。（表 12-10-17） 

○ 

 

○   【略】 

 

○ 

 

表 12-10-17 医療措置協定締結の目標 

医療措置協定の内容 目標数 

確保病床数（流行初期期間経過後） １ 機関（１７床） 

確保病床数（流行初期） １ 機関（１床） 

発熱外来医療機関数（流行初期期間経過後） ２３ 機関 

発熱外来医療機関数（流行初期） １８ 機関 
  

(8) 新興感染症発生・まん延時における医療対策 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏における新型コロナウイルス感染症患者は、令和２（2020）年の初確認後、患者数の

急増を反復し、感染症法上の分類が５類感染症に変更された令和５（2023）年５月８日までの間

に、延べ 11,000人を超える患者発生がありました。（表 12-10-16） 

○ 新型コロナウイルス感染症の患者のうち、入院を必要とする患者の多くは新城市民病院へ入院

しました。 

○ 当医療圏には１、２類感染症や新型インフルエンザ等感染症の患者を入院させる感染症指定医

療機関がないため、該当患者については隣接する東三河南部医療圏の医療機関をはじめ、他医療

圏の医療機関と協力する必要があります。 

○ 公立医療機関である新城市民病院には、新興感染症発生・まん延時に担うべき医療の提供が義

務付けられています。 

○ 新城保健所では、感染症法に基づく疫学調査等を実施し、感染拡大防止に努めています。 

表 12-10-16 当圏域における新型コロナウイルス感染症新規陽性者の日別発生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課 題≫ 

○ 感染拡大時には、必要な対策が機動的に講じられるよう、予め準備を行うことが重要です。 

 

○ 平時から人口減少、過疎化の進行により無医地区が存在し、公立病院における医師不足等、医

療資源が不足しています。 

○ へき地における患者等の搬送手段を確保する必要があります。 

○ 感染拡大時に対応ができる健康危機管理体制を構築していくことが重要です。 

≪今後の方策≫ 

○ 新型コロナウイルス感染症対応の教訓を踏まえ、平時から感染者患者の急増に対応できるよう

に、医療措置協定を締結し、医療提供体制の確保に努めていきます。（表 12-10-17） 

○ 平時から医療措置協定締結医療機関等と連携し、感染拡大時には速やかに対応ができるよう関

係機関との協議を進めていきます。 

○ へき地において感染が発生した場合又は拡大した場合に、医療機関から遠方に居住する住民等

への対応を検討していきます。 

○ 感染拡大時に適切な医療を提供する保健所体制を整備するため、健康危機対処計画を策定しま

す。 

表 12-10-17 医療措置協定締結の目標 

医療措置協定の内容 協定締結機関目標数 

確保病床数     機関（  床） 

発熱外来の機関数 機関 

自宅療養者等への医療の提供の機関数 機関 

後方支援の機関数 機関 

人材派遣の確保人数 機関（  人）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

誤字訂正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県感染症対策課からの通

知による目標数の挿入。 

 

データ作成中 

【略】 

【略】 
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【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

(9) へき地保健医療対策 

≪現 状≫ 

○【略】 

 

 

○ 当医療圏のへき地対象地域には、令和５（2023）年５月１日現在、一般外来を行う医療機

関として、１病院、12一般診療所（うち４へき地診療所）及び 10歯科診療所があります。 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

表 12-10-18 医療圏内の無医地区・無歯科医地区（準ずる地区を含む）の状況  （単位：世帯、人） 

市町村名  
無医地区 

（準ずる地区） 

無歯科医地区 

（準ずる地区） 

地区の状況（令和４年 10 月末現在） 
巡回診療 

世帯数  人口  65歳以上(再掲） 

設

楽

町 

旧設楽町 

沖駒地区 沖駒地区 ４３ ７３ ３８  

豊邦地区 豊邦地区  ３７ ６５ ３６  

(裏谷地区) （裏谷地区）  ７ ２３ ５  

東栄町 

 東薗目地区  ３２ ５９ ３３ ○(東栄診療所) 

振草地区 振草地区 １６９ ３７３ １９５ ○(東栄診療所) 

御園地区 御園地区 ３８ ７７ ４６ ○(東栄診療所) 

豊

根

村 

旧豊根村 
坂宇場地区  坂宇場地区 １４２ ３１１ １３３  

三沢地区  三沢地区 ８８ １６４ ９０  

旧富山村 富山地区 富山地区 ３２ ６０ ３１ ○(豊根村診療所) 

資料：令和４年度無医地区等調査及び無歯科医地区等調査（厚生労働省）及び町村作成の保健事業のまとめから 

≪課 題≫ 

 

【略】 

 

 

 

 

≪今後の方策≫ 

○ 行政及び医療関係者の協力の下に、へき地医療支援機構との連携を密にして、へき地医療

確保のための検討を継続していきます。 

○【略】 

 

○ 自治医大卒業医師を引き続き配置するとともに、医療資源を効率的かつ効果的に活用する

ため、へき地医療拠点病院とへき地診療所との連携の更なる強化を図っていきます。 

○ 救急患者に係る搬送対策として、救急医療情報システムの活用、新城市消防本部との連携

を密にしたヘリコプターの有効活用の推進に努めていきます。 

 

(9) へき地保健医療対策 

≪現 状≫ 

○ 当医療圏は、新城市の一部及び北設楽郡の３町村が「山村振興法」及び「過疎地域の持続的

発展に関する特別措置法」の適用地域であり、８つの無医地区（準ずる地区を含む。）と９つ

の無歯科医地区（準ずる地区を含む。）があります。（表 12-10-18） 

○ 当医療圏のへき地対象地域には、令和５年５月１日現在、一般外来を行う医療機関として、

１病院、12一般診療所（うち４へき地診療所）及び 10歯科診療所があります。 

○ 当医療圏には自治医科大学卒業医師が派遣されています。 

○ へき地医療支援機構の調整で、へき地診療所に対し代診医が派遣されています。 

○ 県歯科医師会と地域の歯科医師会の協力を得て、歯科診療車の巡回を行っています。 

○ 当医療圏内の市町村は、平成 21(2009)年に地域の医療従事者の人材確保や医療機関の連携

等を検討するため、「東三河北部医療圏地域医療対策協議会」を設置しています。 

○ 北設楽郡内にドクターヘリの運用や 24時間対応のヘリポートが整備されています。 

○ 北設楽郡３町村では、「特定町村保健師確保・定着対策事業」により保健師の人材確保・定

着化を図っています。 

表 12-10-16 医療圏内の無医地区・無歯科医地区（準ずる地区を含む）の状況  （単位：世帯、人） 

市町村名  
無医地区 

（準ずる地区） 

歯科医地区 

（準ずる地区） 

地区の状況（令和元年 10 月末現在） 
巡回診療 

世帯数  人口  65歳以上(再掲） 

設

楽

町 

旧設楽町 

(裏谷地区)  （裏谷地区）  11 28 10  

豊邦地区  豊邦地区  42 76 44  

(駒ｹ原地区） (駒ｹ原地区） 11 22 12  

東栄町 

東薗目地区 東薗目地区  32 64 30 ○(東栄診療所) 

御園地区 御園地区 41 88 56 ○(東栄診療所) 

振草地区 振草地区 166 379 195 ○(東栄診療所) 

豊

根

村 

旧豊根村 
坂宇場地区  坂宇場地区 142 336 133  

三沢地区  三沢地区 98 177 96  

旧富山村  富山地区 39 73 38 ○(豊根村診療所) 

資料：令和元年度無医地区等調査及び無歯科医地区等調査（厚生労働省）及び町村作成の保健事業のまとめから 

≪課 題≫ 

○ 医師・歯科医師等の医療従事者の高齢化や人材確保難により、医療機関の維持が困難となる

ことが懸念されており、オンライン診療等の遠隔医療の導入検討を含め、医療従事者の勤務が

継続できる体制の確保が必要です。 

○ へき地の医療機関に人的メリットがある専門医研修等の拡大が望まれます。 

○ 当医療圏には救命救急センター等がないため、救急搬送対策の充実が必要です。 

○ 町村の保健事業を担う保健師の人材確保・定着は、へき地保健対策の重要課題です。 

≪今後の方策≫ 

○ 行政及び医療関係者の協力のもとに、へき地医療支援機構との連携を密にして、へき地医療

確保のための検討を継続していきます。 

○ へき地医療拠点病院の初期研修終了後の若手医師の研修機能の充実が図られ、医師の確保

及び定着が進むような支援に努めていきます。 

○ 自治医大卒業医師を引続き配置するとともに、医療資源を効率的かつ効果的に活用するた

め、へき地医療拠点病院とへき地診療所との連携の更なる強化を図っていきます。 

○ 救急患者にかかる搬送対策として、救急医療情報システムの活用、新城市消防本部との連携

を密にしたヘリコプターの有効活用の推進に努めていきます。 

○ 「特定町村保健師確保・定着対策事業」により保健師の人材確保・定着を図ります。 

 

 

 

 

 

修正漏れ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤字訂正。 

誤字・脱字訂正。 

 

時点修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

文言の整理。。 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(10) 周産期医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 愛知県の人口動態統計によると、令和３(2021)年の出生数は 217人（出生率 4.2（人口千当

たり））で、10年前の平成 24(2012)年の出生数 362人(出生率 6.1)に比べて低下しており、県

内（愛知県出生率 7.4）で最も低い状況です。 

○【略】 

 

○ 新城市では、平成 23(2011)年６月に聖隷三方原病院院内助産所の産科オープンシステムを

利用してお産を行う（分娩は聖隷三方原病院院内助産所で行い、妊婦健診、産褥療養、保健指

導を取り扱う）公設助産所「しんしろ助産所」を開設しています。令和４年(2022)年度の分娩

取扱件数は１件です。 

○ 

 

○ 

 

表 12-10-19 母子保健関係指標 

区分 

出生 ※低出生体重児 乳児死亡 新生児死亡 周産期死亡 死産 

（人口千対） 
(低出生体重児数/

出生数×100) 
（出生千対） （出生千対） （出生千対） （出生千対） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
24 

（2012） 

令和 
３ 

（2021） 

当医療圏 
362 

(6.1) 

217 

(4.2) 

41 

(11.3) 

28 

(12.9) 

1 

(2.8) 
－ 

1 

(2.8) 
－ 

1 

(2.8) 

1 

(4.6) 

6 

(16.5) 

7 

(32.3) 

愛知県 
67,913 

(9.1) 

53,918 

(7.4) 

6,638 

(9.8) 

5,266 

(9.8) 

142 

(2.1) 

103 

(1.9) 

55 

(0.8) 

54 

(1.0) 

261 

(3.8) 

189 

(3.5) 

1,434 

(21.1) 

994 

(18.1) 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局） 

※：出生時の体重が 2,500ｇ未満の児 

 

【以下略】 

 

(10) 周産期医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 愛知県の人口動態統計によると、出生数は平成 23(2011)年に 348 人であったが令和３年

(2021)年は 217人（出生率 4.2（人口千対））（愛知県 7.2）と低下しており、県下で最も低い

状況です。 

○ 当医療圏に分娩できる施設がなく、近隣の東三河南部医療圏や他県の医療機関に依存して

いる状況です。 

○ 新城市では、平成 23(2011)年６月に聖隷三方原病院院内助産所の産科オープンシステムを

利用してお産を行う（分娩は聖隷三方原病院院内助産所で行い、妊婦健診、産褥療養、保健指

導を取り扱う）公設助産所「しんしろ助産所」を開設しています。令和２年(2020)年度の分娩

取扱件数は２件です。 

○ ハイリスク分娩等重篤な場合は、総合周産期母子医療センターである豊橋市民病院を利用

します。 

○ 市町村により、住民に身近で頻度の高い母子保健サービスが提供されています。 

 

表 12-10-19 母子保健関係指標 

区分 

出生 ※低出生体重児 乳児死亡 新生児死亡 周産期死亡 死産 

（人口千対） 
(低出生体重児数/

出生数×100) 
（出生千対） （出生千対） （出生千対） （出生千対） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

平成 
23 

（2011） 

令和 
３ 

（2021） 

当医療圏 
348 

(5.8) 

217 

(4.2) 

30 

(8.6) 

28 

(12.9) 
－ － － － － 

1 

(4.6) 

13 

(37.4) 

7 

(32.3) 

愛知県 
68,973 

(9.3) 

53,918 

(7.2) 

6,616 

(9.6) 

5,266 

(9.8) 

176 

(2.6) 

103 

(1.9) 

75 

(1.1) 

54 

(1.0) 

262 

(3.8) 

189 

(3.5) 

1,373 

(19.9) 

994 

(18.4) 

資料：愛知県衛生年報（愛知県保健医療局） 

※：出生時の体重が 2,500ｇ未満の児 

 

≪課 題≫ 

○ 医療圏内に分娩を扱う医師及び医療機関の確保が重要です。 

○ 公設助産所「しんしろ助産所」の利用可能なサービスが向上するよう継続的に運用されるこ

とが必要です。 

○ ハイリスク妊産婦を早期に把握して適切に対応するなど、安心・安全な出産や子育てを支援

するために保健と医療の連携を図ることが必要です。 

○ 管内の母子保健サービスの充実を図るためには、保健所と市町村がそれぞれの機能と役割

を果たした重層的な事業の展開が必要です。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 東三河南部医療圏の医療機関を始めとする関係機関との連携を図り、周産期ネットワーク

を一層充実強化し、安心して子どもを生み育てる環境の整備に努めます。 

○ 正常分娩等の周産期医療については、医療圏外の産婦人科病院・診療所・助産所との連携を

図っていきます。 

○ 高度な医療を要するハイリスク妊産婦及び新生児等の周産期医療については、総合周産期

母子医療センターとの連携を進めていきます。 

 

 

 

 

10 年前との比較を明

記及び誤記訂正。 

 

 

 

 

 

時点修正。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 年前との比較に修

正。 

 

 

 

誤記訂正。 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(11)小児医療対策 

 

≪現 状≫ 

○【略】 

 

 

○ 当医療圏では、一般外来を行う小児科を標榜する医療機関は 17 機関ありますが、日本小

児科学会認定の小児科専門医は２人です。（令和５（2023）年４月１日現在） 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

表 12-10-20 小児科医師数 

【略】 

資料：医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省） 

注：県の小児科医師数は主たる診療科である。 

 

【以下略】 

 

 

 

(11)小児医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 市町村では、乳児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診、新生児家庭訪問、各種健康教育、

健康相談等を実施し、ＳＩＤＳ（乳幼児突然死症候群）予防や乳幼児の事故防止等の啓発を行っ

ています。 

○ 当医療圏では、一般外来を行う小児科を標榜する医療機関は 17機関ありますが、日本小児

科学会認定の小児科専門医は２人です。（令和５年４月１日現在） 

○ 当医療圏の基幹病院である新城市民病院は、小児科医が 1 人のため、小児の救急及び入院

医療が制限されており、２次、３次医療には対応していません。 

○ 深夜に対応可能な小児科の医療機関は、かかりつけ医以外には医療圏内になく、他医療圏に

依存しています。 

○ 初期救急医療に対して、小児科医の数が少ない現状です。医療圏内に入院可能な小児の医療

機関はありません。 

 

表 12-10-20 小児科医師数 

 小児科医師数 

（令和４（2022）年12月31日） 

15歳未満人口 

（令和４（2022）年10月１日） 
15歳未満千人対医師数 

当医療圏 20人 4,998人 4.0人 

県 931人 948,119人 1.0人 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 

注：県の小児科医師数は主たる診療科である。 

 

≪課 題≫ 

○ 地域の救急医療体制の維持のため、かかりつけ医への受診や診療時間内受診、救急医療の適

正使用について、様々な場を通じ啓発します。 

○ 医療資源の不足や広範な地理的条件等により、適切に医療を受けられる体制が十分整って

いないため医療圏内の医療機関の整備が必要です。 

○ 小児科医や小児科を標榜する医療機関が少ないため、他医療圏との連携が必要になります。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 地域住民への救急受診及び症状別対応方法、応急手当に関する普及啓発を引き続き進めて

いきます。 

○ ニーズに応じた医療サービスを提供できるよう、医療圏内の医療機関の協力や理解を得て、

医療圏を超えた医療機関との連携の推進に努めていきます。 

○  小児救急医療体制の充実を図るために、地域の実情に応じた方策の検討に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正漏れ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

  

【略】 
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案（原案修正後） 原案 備 考 

 

(12)在宅医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 往診、訪問診療等の在宅医療サービスを提供している施設は、４病院、48診療所、29歯科

診療所です。（令和２（2020）年医療施設調査（厚生労働省）） 

○【略】 

○ 当医療圏には、24時間対応可能である在宅療養支援病院が１施設、在宅療養支援診療所が

３施設、在宅療養支援歯科診療所が７施設、訪問看護ステーションが２施設あり、夜間・休

日でも緊急の状況に対応しています。（表 12-10-21） 

○【略】 

 

 

 

表 12-10-21 在宅医療施設数                       （単位：箇所） 

 在宅療養支援病院 在宅療養支援診療所 在宅療養支援歯科診療所 訪問看護ステーション 

施設数 
75 歳以上 
千人当たり 

施設数 
75 歳以上 
千人当たり 

施設数 
75 歳以上 
千人当たり 

施設数 
75 歳以上 
千人当たり 

当医療圏 1 0.2 3 0.6 7 1.3 2 0.4 

愛 知 県 62 0.6 842 0.8 599 0.6 1,035 1.0 

資料：診療報酬施設基準（令和５（2023）年４月 1 日）なお、訪問看護ステーションについては

愛知県内介護保険事業所一覧（令和５（2023）年４月１日） 

 

≪課 題≫ 

○  

 

○ 

 

○ 研修会や推進会議を継続して行うなど、地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の取

組推進への支援が必要です。 

 

○【略】 

 

≪今後の方策≫ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 市町村が主体となり、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、ケアマネジャー、

介護士などの医療福祉従事者がお互いの専門的な知識を生かしながらチームとなって患者・

家族をサポートしていく体制を支援していきます。 

○【略】 

 

(12)在宅医療対策 

 

≪現 状≫ 

○ 往診、訪問診療等の在宅医療サービスを提供している施設は、４病院、48診療所、29歯科

診療所です。（令和２年医療施設調査（厚生労働省）） 

○ 訪問看護を行う医療機関は、病院では２施設、診療所では５施設あります。 

○ 当医療圏には、24 時間対応可能である在宅療養支援病院が１施設、在宅療養支援診療所が

３施設、在宅療養支援歯科診療所が７施設、訪問看護ステーションが２施設あり、夜間・休日

でも緊急の状況に対応しています。（表 12-10-19） 

○ 入院医療機関、在宅医療機関及び訪問看護ステーション等の連携を進めており、患者・家族

をサポートしていく体制を構築するための研修会を、医師会・市町村・保健所等で実施してい

ます。 

 

表 12-10-19 在宅医療施設数                       （単位：箇所） 

 在宅療養支援病院 在宅療養支援診療所 在宅療養支援歯科診療所 訪問看護ステーション 

施設数 
75 歳以上 
１千人当り 

施設数 
75 歳以上 
１千人当り 

施設数 
75 歳以上 
１千人当り 

施設数 
75 歳以上 
１千人当り 

当医療圏 1 0.2 3 0.6 7 1.3 2 0.4 

愛 知 県 62 0.6 842 0.8 599 0.6 1,035 1.0 

資料：診療報酬施設基準（令和５（2023）年４月 1 日）なお、訪問看護ステーションについては愛

知県内介護保険事業所一覧（令和５（2023）年４月１日） 

 

≪課 題≫ 

○ プライマリ・ケアについての地域住民への知識の普及啓発と、かかりつけ医、かかりつけ歯

科医、かかりつけ薬剤師・薬局の普及定着を推進する必要があります。 

○ 在宅医療提供体制を維持するために、医師・看護師等の医療従事者及び介護関係職種従事者

の確保が必要です。 

○ 研修会や推進会議を継続して行う等、地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の取組

推進への支援が必要です。 

○ 在宅医療に必要な連携を担う拠点を作り、包括的かつ継続的な在宅医療を提供できるよう

にしていくことが必要です。 

 

≪今後の方策≫ 

○ 地域住民に対してプライマリ・ケアに関する情報の提供を図っていきます。 

○ 医療を提供する病院や診療所を中心に、かかりつけ医や訪問看護ステーション等の連携を

図っていきます。 

○ 医師会・歯科医師会・薬剤師会・市町村と連携をしながら、かかりつけ医・かかりつけ歯科

医・かかりつけ薬局の普及を図っていきます。 

○ 市町村が主体となり、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、ケアマネジャー、介

護士などの医療福祉従事者がお互いの専門的な知識を活かしながらチームとなって患者・家

族をサポートしていく体制を支援していきます。 

○ 市町村が行う、医療、介護、予防、生活支援サービス、住まいを地域において切れ目なく提

供する地域包括ケアシステムを構築していく取組を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

修正漏れ。 

 

 

 

表番号のずれ。 

 

 

 

 

表番号のずれ。 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一。 

 

【略】 

【略】 


